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生命保険会社の教育投資に関する経済分析 




  The purpose of this article is to analyze the educational investments managed by the life insurance 
firm. Whether the life insurance firm invests depends on the relationship between life insurance firm 
and life underwriter. This situation can be depicted as principal-agent relationship where the life 
underwriter chooses his effort level after the life insurance firm invests to improve the life 
underwriter’s marketing skills. 
  Our main result is that the investment decision depends on (1) life underwriter’s absolute risk 
aversion, (2) sales uncertainty, and (3) the degree of improvement in marketing skills. Furthermore, 
this result can explain why Japanese life insurance firm does not invest aggressively. 
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1 たとえば、佐藤(1996)および水島(2002)などを参照。 

























   xw βα +=                                                              (1) 
ただし x は新規契約高（売上高）であり、観察かつ立証可能であると仮定する。さらに新
規契約高 x を以下のように規定する。 
   ( ) εγ ++= ex 1                                                           (2) 
ただし ( )2,0~ σε N とする。また、 0≥e は生命保険募集人の販売努力水準であり、生命
保険会社にとって観察不能な変数であると仮定する。さらに、努力に要するコストを
( ) ( ) 221 eeC = と書く4。なお 0>γ は教育投資の効果を示す変数である。それゆえ教育投資
を行わなかった場合は当然に 0=γ となる。換言すれば、生命保険募集人は、教育投資によ
って 0>γ の分だけ有利に販売活動を行うことができる状況になると言える。 
そしてこのような賃金スケジュールの提示を受けて、生命保険募集人はこの賃金スケジ
                                                        











   Fwxv −−=                                                          (3) 
   [ ] ( ) FwevE −−+= γ1                                                  (4) 
   ( )( )( )eCwru −−−= exp1                                                (5) 
   [ ] ( ) ( ) ( )( )( )222 2211exp1 σβγβα reeruE −−++−−=                     (6) 
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 なお、上記の制約条件のうち(8)式は「個人合理性条件」(individual rationality constraint)を、
(9)式は「動機適合性条件」(incentive compatibility constraint)を示している。そして、 
    [ ] ( ) ( ) ( ) 222 2211maxargmaxarg σβγβα reeuE
ee
−−++=                (10) 
であることから、最適な努力水準
∗e は、 
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e
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                               (11) 
となることが分かる（なお上付き*はそれが均衡値であることを示している）。そして(11)式
を(10)式に代入することで、 
    ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 2222222 21212211 σβγβασβγβα rree −++=−−++      (12) 
が得られる。さらに(8)式が等号で成立することを用いれば、 
    ( ) ( ) ( ) 02121 2222 =−++ σβγβα r                                     (13) 
となることから、(13)式をα について解くことで、 
    ( ) ( ) ( ) 2222 2121 σβγβα r++−=                                       (14) 
が得られる。さらに(11)式および(14)式を(7)式に代入することで、生命保険会社の期待効用
を、 
    [ ] ( ) ( ) ( ) ( ) FrvE −−+−+= 22222 21211 σβγβγβ            (15) 
と表記することができる。これより、生命保険会社が選択する最適な賃金スケジュールを
求めれば、 
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となる。ゆえに、(16)式を(11)式に代入することで、 












=∗                                                    (17) 
が得られる。 
なお
∗β および ∗e にかかる比較静学を行えば、以下のようになる。 
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ゆえに、①γ が大きければ大きいほど、② r または 2σ が小さければ小さいほど、 ∗β および
∗e は大きくなることが分かる。 
 さらに、生命保険会社が教育投資を行うかどうかについて見ていくことにする。まず、
教育投資を実施したときの生命保険会社の期待効用を [ ]IvE と表記すれば、(15)式に(16)式
を代入することで、 
      [ ] ( )











                                (22) 
と書くことができる。他方、教育投資を実施しなかったときの生命保険会社の期待効用を
[ ]NvE と表記しよう。このときの期待効用は、(22)式に 0== Fγ を代入したもの、すなわ
ち、 





=                                     (23) 
となる。ゆえに、生命保険会社が自発的に教育投資を実施するための条件は、 
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と書ける。従って、 
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のとき、生命保険会社は教育投資を実施することになる。 
 さらに(25)式右辺におけるΩについて調べると、 
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レミアム（ ( ) 222 σβ ∗r ）が上昇する。そしてこのリスク・プレミアムの上昇幅は、 r また
は
2σ が小さければ小さいほど小さいものとなる。換言すれば、r または 2σ が小さいとき、
教育投資の実施によって生命保険会社が追加的に支払う賃金額は少額で済むのだと言える。












    [ ] ( ) ( ) FeevE
e
−−+= 2211max γ                                        (28) 
それゆえに最適な販売努力水準は、 
                                                        
5 具体的には、生命保険募集人の個人合理性条件から ( )eCw = が得られ、これを(7)式に代
入することによって求められる。 
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となる。ゆえに教育投資を実施した場合における生命保険会社の期待効用は、 
       [ ] ( )( ) FvE I −+= 2121 γ                           (30) 
であり、他方において、教育投資を実施しなかった場合における生命保険会社の期待効用
は、 
     [ ] 21=NvE                              (31) 
となる。 
以上より、生命保険会社が教育投資を実施するための条件を 
     [ ] [ ] ( ) 02
2
1
≥−+=− FvEvE NI γγ                     (32) 
と書くことができる。従って、 
       ( )γγ +≡Θ≤ 2
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2,σrfor ∀Θ≤Ω                                                  (34) 
を証明すれば良いことになる。さらに(27)式より、Ωの値は r および 2σ の厳密な単調減少
関数であることが自明であることから、 02 →σr のときに Θ≤Ω が成立していることを示
すだけで十分である。そして、 
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